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１．策定の背景と目的

1.1 首都高の調査・設計業務の特徴

当社は高度に市街化された首都圏で建設、改築事業及び維持管理を行っているため、

それらに係る調査・設計業務では、地形・地質などの自然条件だけでなく、沿道の住

居・施設や種々のライフライン、道路上の交通規制など様々な条件に配慮することが

求められている。 

このような条件のもとで、具体的な業務を進める際に、当初予見できない事態（地元

対応、関係機関との調整等）により、履行内容を変更せざるを得ない場合がある。

1.２  品質確保のための基本理念 

「公共工事の品質確保の促進に関する法律」第 3 条「基本理念」には「公共工事の

品質確保にあたっては、公共工事の受注者のみならず下請負人及びこれらの者に使用

される技術者、技能労働者等がそれぞれ公共工事の品質確保において重要な役割を果

たすことに鑑み、公共工事における請負契約（下請契約を含む。）の当事者が各々の対

等な立場における合意に基づいて公正な契約を適正な額の請負代金で締結し、その請

負代金をできる限り速やかに支払う等信義に従って誠実にこれを履行するとともに、

公共工事に従事する者の賃金その他の労働条件、安全衛生その他の労働環境が改善さ

れるように配慮されなければならない。」と示されている。 

調査・設計業務においても、より高い品質を確保するために、発注者・受注者それぞ

れが適切な役割分担を行ったうえで、設計変更が必要となった場合に、その内容につ

いて両者が合意し、適切な基準の下に公正な契約を締結することが不可欠である。 

1.３ 設計変更の現状 

受発注者間で契約変更協議を行うにあたり、設計図書に対する解釈の違いや、業務概

要説明書および特記仕様書における条件明示の不足等により、変更の内容、費用の計

上、履行期間について両者の間に認識の齟齬が生じる場合があり、業務の円滑な進捗、

品質の確保にも支障をきたす恐れがある。

1.4 策定の目的 

受発注者間の協議に基づき適切な契約変更を実施していくためには、契約条件等に関

して受発注者間共通の認識を持つことが重要である。 

そこで、本ガイドラインは、調査・設計業務請負契約において、適切な設計変更およ

び円滑な契約変更手続きの実施に資することを目的として策定した。 
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２．用語の定義 

2.1 設計変更 

本ガイドラインにおける「設計変更」とは、発注者と受注者の間で設計図書の変更に

関する打合せを行った上、設計図書を変更することをいう。 

2.2 契約変更 

本ガイドラインにおける「契約変更」とは、設計変更後に契約書類の内容を変更する

手続きを行うことを言う。 

2.3 契約書類 

調査・設計業務における契約書類とその体系は以下のとおり。 

・契約書類 契約書及び設計図書をいう。

・設計図書 金額を記載しない設計書、設計図面、仕様書、調査・設計請負現場

説明書、現場説明に対する質問回答書をいう。

・設計図面 入札等に際して、当社が示した設計図、当社から変更又は追加され

た図面および図面のもととなる計算書等をいう。

・現場説明書  入札等に参加する者に対して、当社が当該業務の契約条件等を説明

するための書類をいう。

・現場説明に対する質問回答書 現場説明書及び現場説明に関する入札参加者等からの質問書に対

して、当社が回答する書面をいう。

・金額を記載しない設計書 設計書において、数量及び条件のみを明示した書類をいう。 

・技術提案書作成要領 入札等に参加する者に対して、当社が当該業務の契約条件等を説明

するための書類をいう。 （技術資料作成要領も同様）

・技術提案書 入札等に参加する者が、当該調査、検討及び設計業務における具体

的な取組み方法についての提案を説明するための書類をいう。

・技術資料 入札に参加する者が、当該調査、検討及び設計業務における業務体

制を説明するための書類をいう。 
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適用すべき諸基準

（仕様書に定められているもの）

契約書類 調査・設計請負契約書

設計図書

設計図面

仕様書 共通仕様書

特記仕様書

現場説明書及び現場説明に対する質問回答書

金額を記載しない設計書

（総合評価決定方式、一般競争入札、指名競争入札、公募型指
名競争入札） 

上記を補足する書類

設計図

設計計算書

技術提案書作成要領 技術提案書

（公募型プロポーザル方式、プロポーザル方式、総合評価決定方式（技術提案タイプ））

技術資料作成要領 技術資料

（総合評価決定方式（業務体制確認タイプ）） 
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３．発注にあたっての留意事項 

設計図書に業務数量や条件等を明示し、適正な積算、工期設定することは、履行内

容に変更が生じた場合に円滑な契約変更手続きを進めるために重要なことである。 

発注における留意事項を以下に示す。  

3.1 設計図書に明示する条件  

調査・設計概要説明書等および特記仕様書に、業務内容等を可能な範囲で具体的に

記載する。 

なお、記載する書類は契約方式により、以下のように異なるので留意すること。 

・総合評価決定方式、一般競争入札、指名競争入札、公募型指名競争入札 

：金額を記載しない設計書の調査・設計概要説明書 

・公募型プロポーザル方式、プロポーザル方式：技術提案書作成要領 

（１）調査・設計概要説明書等に記載すべき事項 

① 業務内容及び業務の特色等 

業務の目的や特色等、業務内容がわかるよう具体的に記載する。 

② 対象範囲

業務の対象範囲を、必要に応じて図面を添付し明示する。 

【記載例 1：交通処理検討】 

本業務は、高速◇号▽▽線（△△△地区等）の改築工事実施のために○○○区間が

通行止めとなる際の、通行止め期間における高速及び周辺街路の交通影響を予測し、

その影響を極力抑えるための交通処理検討（交通の効果的な迂回分散の検討、施工時

間、広報計画等）を実施する。 

【記載例２：構造設計】 

本業務は、高速□□線△△ジャンクションＡ・Ｂ連結路及び△△出入口における、橋

台・基礎・ＲＣ橋脚の実施設計、上部・鋼製橋脚の概算設計を行うものである。 

主な業務内容を下記に示す。 

・上部・鋼製橋脚に対しては、動的解析を実施する。 

・過年度成果における構造及び施工法検討結果や各種協議の経緯及び結果を整理

すると共に新たな知見も加え、設計対象区間の構造形式について、耐震性、経済

性、施工性等の観点から合理的な構造物の設計を実施する。

・工事数量とりまとめ、図面作成、基本条件図書の作成を行う。
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③ 調査・設計数量等 

検討ケース数、箇所数、延長、回数、作成図面のサイズおよび枚数等を記載する。

④ 協議先・協議内容 

協議機関を明確にし、協議先毎に対する協議内容を具体的に記載する。

【記載例 1：詳細線形検討】 

・▼▼▼地区 2km 程度（別紙）の概略検討後の詳細線形検討を行う。 

 ・平面図（1/500）、縦断図（横 1/200、縦 1/500、方向別）、横断図（1/100：５断面）の作

成及び座標計算を行う。 

 ・平面・縦断線形、断面・幅員構成、ノーズ間距離及びその他構造物との近接状況等

に関する説明資料を作成する。 

 ・上記詳細線形設計を取りまとめた線形台帳の作成を行う。 

【記載例 2：測量】 

高速□□線の▽▽ジャンクション付近の測量を行う。 

ⅰ ４級基準点測量 【高速上夜間】 40 点 

ⅱ 水準測量    【街路上昼間】 2.9km  【高速上夜間】 4km 

ⅲ 条件点測量   【高速上夜間】 28 点

【記載例３：構造設計】 

設計対象構造物は以下のとおり 

１）高架部 

・△△ジャンクション（Ａ連結路）   約１５０ｍ（鋼３径間連続鋼床版箱桁１連） 

・△△ジャンクション（Ｂ連結路）   約１６０ｍ（鋼３径間連続鋼床版箱桁１連） 

・△△入口（Ｃランプ）         約１００ｍ（鋼２径間連続ＲＣ床版箱桁１連） 

・△△出口（Ｄランプ）         約１２０ｍ（鋼３径間連続ＲＣ床版箱桁１連） 

２）橋脚 ＲＣ橋脚   ３基、 鋼製橋脚  ３基 

３）基礎 フーチング・杭基礎  ５基、 ケーソン基礎 ３基

４）橋台 ＲＣ橋台   ２基

【記載例 1：関係機関協議用資料作成】 

 関係機関への協議のための資料作成を行う。（５機関に対し、６協議を想定している） 

 ［協議内容] 国土交通省・・・計画協議 

          東京都（都市整備局、建設局、水道局）・・・計画・設計協議 

          警視庁・・・計画協議、区画線協議 
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⑤ 技術者人員の数 

総合評価で、落札者の決定又は契約の相手方の決定をする方式については、金額

を記載しない設計書の調査・設計概要説明書に調査または設計技術者人員の数を

記載すること。

（２）特記仕様書

① 留意すべき調査・設計条件等 

業務実施にあたって留意すべき条件等を記載する。

② 隣接または関連する調査・設計業務名およびその受注者 

 隣接または関連する調査・設計業務がある場合は、その業務名と受注者名を記載

する。

【記載例 2：地元説明会用資料作成】 

 事業区域の周辺住民への説明会等に必要な説明資料を作成する。 

作成資料は、以下を想定している。 

・説明パネル 3枚 

・配布資料Ａ３サイズ２枚 

【記載例 1：設計技術者人数】 

本業務においては、設計技術者 564 人を想定している。 

【記載例２：調査技術者等人数】 

本業務においては、調査技術者 286 人及び交通量調査の観測員 272 人を想定してい

る。 

【記載例１：留意すべき条件】 

当社より貸与する◇◇データの使用にあたっては、当社が別途定める規定に則るもの

とすること。 

【記載例２：留意すべき条件】 

・調査箇所は、首都高速道路上の交通規制等が不要な箇所を想定している。 

・昼間作業を想定し、準備および後片付け、傾斜地足場（30°未満）、現場内小運搬を

計上している。 

【記載例１：関連する検討業務名およびその受注者】 

本業務は別業務（「○○検討（平成▲年度）」（◆◆◆コンサルタント））の基礎データと

なることから連絡を密にし業務にあたること。 
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③ 打合せ回数 

打合せ回数を具体的に記載すること。

④ 部分引き渡しの範囲及び時期 

部分引き渡しを行う場合は、範囲及び時期を記載すること。なお、特記仕様書に

記載のない場合は、部分引き渡しは行えない。

⑤ その他、想定条件 

特筆すべき条件がある場合は記載すること。

【記載例１：調査業務の打合せ回数の記載】 

本業務においては、業務進捗確認のための打合せ６回分（業務着手時１回、中間打合

せ４回、成果品納入時１回)の打合せ費を計上している。打合せの数量は一式とし、業務

内容の大幅な変更が生じない限り、打合せ費用の変更は行わない。 

【記載例２：構造設計の打合せ回数の記載】 

本業務においては、業務進捗確認、設計方針決定等のための打合せ６回分の打合せ

費を計上している。打合せの数量は一式とし、業務の変更に伴う直接人件費の合計金

額に大幅な変更が生じない限り、打合せ費用の変更は行わない。 

調査結果のうち平成●●年度分については、平成△△年４月に部分引き渡しを受ける

ことを予定している。 

【記載例 1：現地条件の変更について】 

現地調査について、関係機関との協議により、実施時期、回数等の変更が生じた場合

は、設計変更にかかる打合せを行う。  

【記載例 2：対象期間の変更について】 

システム稼働に必要なサーバーの運用は本業務に含んでおり、１年間を想定してい

る。運用期間が変更となったことで生じる費用については設計変更を行う。 

【記載例 3：概略完成時期について】 

技術提案書作成要領○（×）①☆)に示す業務内容については、平成××年○月末を

目途に概成すること。  
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3.２ 積算上の留意点  

調査・設計業務の発注に際しては、実施する業務内容と成果を勘案の上、積算基準

を適切に運用し、下記の項目に留意して積算すること。 

（１）業務数量の設定 

業務数量の設定にあたっては、設計図書に数量を明示することを考慮して、過去

の類似業務等も参考にしながら可能な限り数値化して設定すること。 

（２）現地条件の反映

業務の履行範囲について、必要に応じて現地調査を行うなどして、現地条件を反

映して積算すること。 

（３）低減率の適用 

歩掛の低減率や補正係数の適用については、業務内容と積算基準の適用条件を十

分理解した上で、安易な適用はせず慎重に判断しなければならない。 

（４）積算基準が適用できない場合の見積りの活用

積算基準によって発注金額を算出することが困難である場合には、見積りを活用

する。その際には十分な条件明示と適切な見積期間を確保し、適正な見積金額等

の取得に努めること。 

なお、見積り先を選定する場合においては、過去の受注実績等を勘案し、適切な

見積先を選定すること。 

（５）業務打合せ 

業務着手時、業務実施中の進捗確認及び方針決定、最終とりまとめ前に行う業務

打合せについては、積算基準に基づき打合せ費を当初設計書に計上する。 

業務実施中に適宜行う個々の軽微な打合せは各業務の歩掛に含まれており、打合

せ回数としては計上しない。業務実施にあたっては電話、メール等の通信手段も

活用し、効率的にすすめるよう心掛けること。 

3.3 履行期間の設定

業務の履行期間については、業務内容、業務量、設計金額に合致した工期設定を行

うこと。特に、協議等の解決に時間を要すると思われる場合は、解決見込み時期につ

いて過去の事例を参考にしながら、適切な履行期間を設定すること。 

3.4 契約後の業務内容の確認 

契約後は速やかに、受注者が設計図書、履行条件等を確認して作成した業務実施計

画書をもとに、受・発注者間で打合せを行うこと。円滑に業務を進め履行期間内に完
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成させるため、業務内容や工程に対する不確定要素などについて受・発注者で合意し

た上で着手する。 

また、必要に応じて両者による現地踏査を行い、現地状況の把握、課題等について

相互に確認し適正な契約の履行に努めること。 

3.５ 工程管理 

適切な工程管理（履行期間の確保）を妨げる原因として、関連する業務や関係機関

との協議、資料の貸与時期、条件提示時期等の遅れがあり、その結果、履行期間を圧

迫し、照査期間を不足させることとなる。 

よって、打合せの都度、受発注者間で進捗状況および懸案事項を確認しながら業務

を実施することが重要である。
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４． 入札・契約時の設計図書の疑義の解決

入札手続きにおいて、設計図書に対する質問が出された場合は、発注者は適切に対

応しなければならない。 

【入札前】 

発注者は、設計図書について、適切な条件明示がなされているか、設計書と図面

に齟齬がないか等を良く確認し、適正な設計図書の作成に努めなければならない。 

入札参加者は、契約書、設計図書及び現場を確認のうえ、設計図書について疑義

があるときは、契約担当部署へ質問書を提出し、その回答を求めることができる。 

質問に対する回答は、受注者にとって入札条件の確認機会であり、発注者にとっ

ても設計図書の適正化を図る機会であるので、不明確な条件明示や設計書と図面の

齟齬等は、適正に訂正しなければならない。 

【契約後】 

受注者は、業務の着手前及び履行途中において、受注者の負担により契約書第18 

条第1項一から五に該当する事実がある場合は、監督員にその事実が確認できる資

料を書面により提出し、確認を求めなければならない。 

発注者は、受注者より確認を求められた場合は、契約書第１８条第２項以降の規

定に基づき、適切な対応を図らなければならない。 
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５．設計変更における留意事項 

業務を追加・変更する場合は、変更契約の内容や規模等が当初契約との同一性を失わ

せない範囲とすること。また、受発注者間で追加・変更内容について十分に打合せを行

ったうえで設計変更し、最終的な成果品の内容と設計図書の内容が異なることのないよ

うにすること。なおここで、当初契約との同一性を失わせない範囲とは、契約の目的や

請負代金額等契約条項を大きく変更することが無い範囲を言う。

5.1 設計変更の考え方

公共調達における通念上、当初契約からの変更においては、当初契約の手続きによ

り選定された契約相手方が、そのまま変更契約の相手方となる正当性を維持するため、

変更契約の内容、規模等を当初契約との同一性を失わせないよう制限する必要がある。 

当初契約の目的の範囲内に含まれない内容や、契約金額が大幅に増加する内容の追

加は、仮にそれらを当初契約に包含して公募競争に付した場合に、競争参加者や入札

結果が変わっていた可能性があるため、当初契約の相手方を変更契約の相手方とする

正当性に疑義が生ずる。 

工事においては、設計変更に伴う契約変更により、契約変更金額（変更が複数回の

場合はその総額とする）が当初請負代金額の30％を超えて増額することが見込まれ

る工事は、現に施工中の工事と分離して施工することが著しく困難なものを除き、原

則として、別途の契約とすることとしており、調査・設計についてもこれを目安とし

ている。 

5.2 適切な設計変更の実施

前述の考え方を十分理解した上で、必要な設計変更については、受発注者間が対等

な立場で打合せを行い、契約変更を行う。 

前記から、契約変更の累計額が当初請負代金額の 30％を超えるときは、別途契約

とすることが原則であるが、当初契約の目的範囲内で、現に実施中の業務と分離する

ことが困難な場合、あるいは分離しないことが有利な場合には、30％の増額範囲に

縛られずに必要な設計変更を行うこと。 

5.3  設計変更並びに契約変更にかかる調査・設計業務請負契約書と共通

仕様書の規定

設計変更ならびに契約変更に係る契約書と共通仕様書の条文については以下のと

おり。この他、各々の特記仕様書に規定する場合はそれに拠ること。 

（１）契約書 

① 設計図書と業務内容が一致しない場合の修補義務（第 17 条） 

② 条件変更等（第 18 条） 

③ 設計図書等の変更（第 19 条） 



12 

④ 業務の中止（第 20 条） 

⑤ 業務に係る受注者の提案（第 21 条） 

⑥ 履行期間の変更（第 22・23・24 条） 

・受注者の請求による履行期間の延長（第 22 条） 

・発注者の請求による履行期間の短縮等（第 23 条） 

・履行期間の変更方法（第 24 条） 

⑦ 請負代金額の変更方法等（第 25 条） 

（２）共通仕様書 

契約書の解釈（１．１．３） 

条件変更等の処理（１．１．２０） 

業務の一時中止（１．１．２１） 

5.4 契約変更の流れと関係する契約書条文

契約変更を伴う業務内容の変更は、以下の条文に基づき行う。 
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5.5 履行期間の変更

業務の履行期間を変更する場合は、追加・変更する業務量・金額に合致する期間を設

定し、受・発注者間で十分に協議を行ったうえで変更契約を締結すること。

5.6 積算上の留意点

（１）業務数量の精査 

発注者の指示により追加、変更となった数量について、積算基準、見積り等に基

づき適切に計上する。 

特に、協議用資料、施工法検討など発注者の指示により各種検討した結果につい

ては、最終の成果の費用だけでなく検討に要した費用も適宜計上するものとする。 

（２）業務打合せ 

打合せについては、大幅な業務内容の変更・追加等が無い限り打合せ費の変更は

行わない。また、構造設計業務にあっては、業務の変更に伴い直接人件費の合計

金額に大幅な変更が生じない限り打合せ費の変更は行わない。

なお、業務着手時、業務実施中の進捗確認及び方針決定、最終とりまとめ前に行

う業務打合せ以外の個々の軽微な打合せについては、目的とする成果を得るため

の業務内容に含まれるため、打合せ費の変更は行わない。 

5.7 設計変更の対象となる事例

（事例１）現場調査の結果の数量変更 

現場着手後の現地確認および環境影響検討の結果、環境影響予測のため必要な調

査地点を精査したところ、必要箇所が増え、また、生息が考えられる生物種も想

定よりも多いことが分かったため、調査種類を変更した。併せて、当該箇所は運

河内であり、調査の際は傭船を要することから、箇所数の増加に伴い、必要な傭

船数も増加した。 

⇒ 現地調査の結果、必要数量が当初想定した数量と異なる場合は、調査地点数

等の数量の変更、調査対象種の変更等について、受発注者間で合意したうえで、

設計変更を行なうこと。 

※発注者による変更（契約書第１９条） 

（事例２）構造物の設計数量、形式等の変更 

△△線供用に伴い既設路線に設置する門型標識柱の設計を行うが、関係機関との

協議の結果、さらに逆 L 型標識柱を◆基設置することになり、この設計を追加す

る必要が生じた。 

⇒ 関係機関との協議の結果、設計対象物の数量、形式等が当初予定したものか
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ら変更となる場合は、数量の変更、形式の変更等について、受発注者間で合意

したうえで、設計変更を行なうこと。 

※発注者による変更（契約書第１９条） 

（事例３）追加になった比較検討用資料の取り扱い 

工事によって移転することになった公園の計画について、当初設計書では 3 案

作成することとなっていたが、当初の 3 案では決定できず、追加比較案を作成す

る必要が生じた。 

⇒ 発注者は比較検討をする場合、検討を実施する上での制約条件等を明示した

上で、当初の契約条件として検討数を明示する必要がある。 

受注者は比較検討案の基本方針が決定した段階で発注者に確認を取るなど、

手戻が発生しないよう十分受発注者間で打合せを行い、完成した比較検討案に

ついては受発注者間で確認が取れたものでなければならない。 

それでもなお、完成した比較検討案では、決定できない場合は追加の検討を

実施することになるが、この場合に発注者の指示により追加、変更する数量に

ついては、受発注者間で合意したうえで、設計変更を行うこと。 

※発注者による変更（契約書第 19 条） 

（事例４）関係機関協議における追加協議の取り扱い 

当初設計では、2 機関に対して、各々計画協議を行うことを想定し、協議資料作

成一式として計上していたが、このうち 1 機関に対しては協議相手方との打合せ

の中で、設計協議も含めた計画設計協議として協議することとなった。また、検

討の過程で他に１機関にも協議の必要が生じた。 

⇒ 業務内容を明確にするため、設計図書には、協議先、協議内容を明示してお

く必要があり、示された以外の業務（最終的な成果とはならなかった比較検討

のための資料の作成を含む）が発生した場合は、受発注者間で合意したうえで、

必要な場合には設計変更を行なう。  

 ※条件変更等による変更（契約書第 18 条） 

5.８ 設計変更の対象とならない事例

（事例１）受注者が独自に判断して業務を実施した場合 

当初設計書の条件では、レベル 1 地震時の解析をする記載があったが、受注者

はレベル 2 地震時の解析が必要と考え、発注者に確認を行わずレベル 2 にて解析

を実施し、費用を請求した。最終的にレベル 2 での解析は必要だったが、当初設

計時とは異なった入力条件が必要となっていたため、解析結果は使用できなかっ

た。 

⇒  受注者は、提示された条件に疑義がある場合、その事実が確認できる資料を発



15 

注者に提出し内容の確認を求めなければならない。この場合は、内容の確認を

行わず独自判断で解析を行った結果が使用できるものとならなかったことから、

設計変更の対象とはできない。 

（事例２）発注者との協議が整う前に業務を実施した場合 

当初設計の条件では、接続街路の交差点３か所の交通影響検討を行うこととして

いたが、関係機関からの要望で 2 か所追加の見込みとなった。受注者は、検討箇

所が追加になると業務期間内でのしゅん功が厳しいと考え、発注者との変更協議

が整う前に追加見込み箇所も含め着手したが、関係機関協議の結果、最終的には

追加は 1 カ所となり、発注者からの検討追加指示は 1 カ所となった。 

⇒  業務内容の追加、変更は、受発注者協議を行い双方合意の上で実施するもので

ある。この場合は、受発注者の合意前に、追加見込みと判断して着手している

ため、設計変更の対象となるのは追加検討指示のあった 1 カ所のみである。 
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5.9 設計変更ならびに契約変更にかかる調査・設計請負契約書 抜粋

１）設計図書と業務内容が一致しない場合の修補義務（第１７条） 

２）条件変更等（第１８条）

受注者は、業務の内容が設計図書又は発注者の指示若しくは発注者と受注者との協議

の内容に適合しない場合において、監督職員がその修補を請求したときは、当該請求に従

わなければならない。この場合において、当該不適合が発注者の指示によるときその他発

注者の責めに帰すべき事由によるときは、発注者は、必要があると認められるときは履行

期間若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担

しなければならない。 

受注者は、業務を行うに当たり、次の各号のいずれかに該当する事実を発見したときは、

その旨を直ちに発注者に通知し、その確認を請求しなければならない。 

一 図面、仕様書、現場説明書及び現場説明に対する質問回答書並びに金額を記載しない設

計書が一致しないこと(これらの優先順位が定められている場合を除く。)。 

二 設計図書に誤謬又は脱漏があること。 

三 設計図書の表示が明確でないこと。 

四 履行上の制約等設計図書に示された自然的又は人為的な履行条件が実際と相違するこ

と。 

五 設計図書で明示されていない履行条件について予期することのできない特別の状態が生

じたこと。 

2 発注者は、前項の規定による確認を請求されたとき又は自ら前項各号に掲げる事実を発見

したときは、受注者の立会いの上、直ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が

立会いに応じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

3 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果(これに対してとるべき措置を指示する必要

があるときは、当該指示を含む。)をとりまとめ、調査の終了後14日以内に、その結果を受注

者に通知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむを得ない理由がある

ときは、あらかじめ受注者の意見を聴いた上、当該期間を延長することができる。 

4 前項の調査の結果により第1項各号に掲げる事実が確認された場合において、必要がある

と認められるときは、発注者は、設計図書の訂正又は変更を行わなければならない。 

5 前項の規定により設計図書の訂正又は変更が行われた場合において、発注者は、必要が

あると認められるときは履行期間若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼし

たときは必要な費用を負担しなければならない。
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３）設計図書等の変更（第１９条）

４）業務の中止（第２０条） 

５）業務に係る受注者の提案（第２１条） 

発注者は、前条第 4項の規定によるほか、必要があると認めるときは、設計図書又は業務

に関する指示(以下この条及び第 21 条において「設計図書等」という。)の変更内容を受注者

に通知して、設計図書等を変更することができる。この場合において、発注者は、必要がある

と認められるときは履行期間若しくは請負代金額を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたと

きは必要な費用を負担しなければならない。

第三者の所有する土地への立入りについて当該土地の所有者等の承諾を得ることができ

ないため又は暴風、豪雨、洪水、高潮、津波、地震、地すべり、落盤、火災、騒乱、暴動、破

壊行為その他の自然的又は人為的な事象(以下「天災等」という。)であって、受注者の責め

に帰することができないものにより作業現場の状態が著しく変動したため受注者が業務を行

うことができないと認められるときは、発注者は、業務の中止内容を直ちに受注者に通知し

て、業務の全部又は一部の施工を一時中止させなければならない。 

2 発注者は、前項の規定によるほか、必要があると認めるときは、業務の中止内容を受注者

に通知して業務の全部又は一部を一時中止させることができる。 

3 発注者は、前 2項の規定により業務を一時中止した場合において、必要があると認められ

るときは履行期間若しくは請負代金額を変更し、又は受注者が業務の続行に備え業務の一

時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しくは受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用

を負担しなければならない。 

受注者は、設計図書等について、技術的又は経済的に優れた代替方法その他改良事項

を発見し、又は発案したときは、発注者に対して、当該発見又は発案に基づき設計図書等の

変更を提案することができる。 

2 発注者は、前項に規定する受注者の提案を受けた場合において、必要があると認めるとき

は、設計図書等の変更を受注者に通知するものとする。 

3 発注者は、前項の規定により設計図書等が変更された場合において、必要があると認めら

れるときは、履行期間又は請負代金額を変更しなければならない。 
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６）履行期間の変更（第２２・２３・２４条） 

第 22 条 (受注者の請求による履行期間の延長) 

第 23 条 (発注者の請求による履行期間の短縮等) 

第 24 条 (履行期間の変更方法) 

７）請負代金額の変更方法等（第２５条） 

受注者は、その責めに帰することができない事由により履行期間内に業務を完了すること

ができないときは、その理由を明示した書面により、発注者に履行期間の延長変更を請求す

ることができる。 

2 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要があると認められるときは、

履行期間を延長しなければならない。発注者は、その履行期間の延長が発注者の責めに帰

すべき事由による場合においては、請負代金額について必要と認められる変更を行い、又

は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要があるときは、履行期間の短縮変

更を受注者に請求することができる。 

2 発注者は、この契約書の他の条項の規定により履行期間を延長すべき場合において、特別

の理由があるときは、延長する履行期間について、受注者に通常必要とされる履行期間に

満たない履行期間への変更を請求することができる。 

3 発注者は、前 2項の場合において、必要があると認められるときは、請負代金額を変更し、

又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

履行期間の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の日

から 14 日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

2 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、発注者が履行期間の変更事由が生じた日(第 22 条の場合にあって

は、発注者が履行期間の変更の請求を受けた日、前条の場合にあっては、受注者が履行期

間の変更の請求を受けた日)から 7 日以内に協議開始の日を通知しない場合には、受注者

は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

請負代金額の変更については、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始の

日から 14日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

2 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴いて定め、受注者に通知す

るものとする。ただし、請負代金額の変更事由が生じた日から7日以内に協議開始の日を通

知しない場合には、受注者は、協議開始の日を定め、発注者に通知することができる。 

3 この契約書の規定により、受注者が増加費用を必要とした場合又は損害を受けた場合に発

注者が負担する必要な費用の額については、発注者と受注者とが協議して定める。 


